
福祉用具の報酬・基準について（案） 

社保審－介護給付費分科会 
 第114回（H26.11.13）    資料６ 

 

社保審－介護給付費分科会 
 第115回（H26.11.19）   資料２ 

 



前回（第１０７回分科会）の議論における主な意見について 

○ 介護人材確保の観点から、介護従事者のイメージアップとして、ロボット介護が出来る、テクノロ
ジストであるということが、リスペクトにつながる。 

 

○ 女性や中高年の介護現場への参入ということも考えて、アシストスーツのようなものの導入も考
えていただきたい。 
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論点１ 

給付の効率化・適正化の観点から、貸与事業所が複数の福祉用具を貸与する場合に
おいて、予め都道府県等に減額の規定を届け出ることにより、通常の貸与価格から減
額して貸与することを可能にしてはどうか。 

 都道府県に提出する運営規程（利用料）について、複数の福祉用具を貸与する場合に価格を減
額する規定の届け出を行うことが出来ることとする。 

対応案 

複数の福祉用具を貸与する場合の価格について 
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複数の福祉用具を貸与する場合の価格について 

指定福祉用具
貸与事業所 

指定基準による利用料の届出 

【現行制度】 

○○車いす 
（８，０００円） 

○○クッション 
（２，０００円） 

○○テーブル 
（１，０００円） 

合計金額 ： １１，０００円 

○複数の福祉用具を貸与する場合、効
率化・適正化の観点から、減額する場
合のルールを届け出ることにより、価
格の減額を認める。 

都道府県
等 

種 目 名 称 貸与価格 

車いす ○○標準型車いす ８，０００円 

車いす付属品 ○○クッション ２，０００円 

車いす付属品 ○○テーブル １，０００円 

特殊寝台 ○○電動ベッド １０，０００円 

特殊寝台付属品 サイドレール １，１００円 

貸与価格（単品）              △△貸与事業所 

届け出た利用料に基づいて請求 

個々の単価を合計 

【複数貸与時の減額ルールの届出】 

（例） 
【数量により減額する場合】 
・２種類貸与時 
 合計額から○○円減額 
・３種類貸与時 
 合計額から△△円減額 
 
【種目の組合せにより減額する場合】 

 ※基本となる福祉用具と一体的に使用
されるものを想定 

・特殊寝台と特殊寝台付属品を貸与時 
 合計額から○○円減額 
・車いすと車いす付属品を貸与時 
 合計額から△△円減額 

○ 都道府県に提出する運営規程（利用料）について、複数の福祉用具を貸与する場合に価格を減額す
る規程の届け出を出来ることとする。 
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（参考）福祉用具貸与価格情報の公開について 

国保中央会・ 
国保連合会 

保険者 

利用者 

【見直し前】 【見直し後】平成26年3月から 

国 民 

データ送付 

テクノエイド 
協会 

製品コードに関す
るデータ提供 国保中央会・ 

国保連合会 

保険者 

利用者 

福祉用具情報 
＋ 

価格情報公開 
（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上） 

製品の価格に関
するデータ提供 

製品コードに関す
るデータ提供 

テクノエイド 
協会 

介護給付費通知等 
（貸与価格分布状況） 

介護給付費通知等 
（貸与価格分布状況） 

データ送付 

○ 福祉用具貸与に関する価格情報を国保連合会から毎月情報提供し、テクノエイド協会が広く一般の方も福祉用具貸 
   与価格情報を閲覧できる様ホームページに公表する仕組みを構築し、平成26年年3月26日（平成26年2月利用分デー  
   タ）より運用開始。 
○ 価格情報の内容は、1月当りの種目別全国平均価格と全国最頻価格（実勢値） を公表している。 

○ 福祉用具の貸与は、市場の価格競争を通じて適切な価格による給付がなされるよう、貸与計画の作成、搬出入、モニ
タリングなどの費用を含む現に要した費用の額により保険給付される仕組みとされていることを明示した上で公表。 
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（参考）介護給付費通知について 

○ 平成２１年８月に国保連合会介護給付適正化
システムを改修し、介護給付費通知書に福祉用
具貸与価格分布状況を掲載して発出できるよう
にした。 

 

○ これにより、製品毎の貸与価格の分布状況等
の把握・分析・公表や、同一製品の貸与価格幅
等の通知が保険者（市町村）において可能となっ
ている。 

 

○ 本システムを利用した介護給付費通知を発出
する取り組みを推進するため、全国介護保険・高
齢者保健福祉担当課長会議等においてその活
用を依頼している。 

 

○ 本システムを利用して介護給付費通知を発出
している保険者は、５１６保険者（平成２２年度）
から６６３保険者（H２４年度）へと増加が見られて
いる。 

介護給付費通知書のモデル様式 
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（参考）介護保険における福祉用具 

【制度の概要】 

○ 介護保険の福祉用具は、要介護者等の日常生活の便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練
のための用具であって、利用者がその居宅において自立した日常生活を営むことができるよう助けるもの
について、保険給付の対象としている。 

福祉用具貸与 特定福祉用具販売 

対象種目 ・ 車いす（付属品含む） ・ 特殊寝台（付属品含む） 

・ 床ずれ防止用具    ・ 体位変換器 

・ 手すり           ・ スロープ 

・ 歩行器          ・ 歩行補助つえ 

・ 認知症老人徘徊感知機器 

・ 移動用リフト（つり具の部分を除く) 

・ 自動排泄処理装置 

 ・ 腰掛便座        

 ・ 自動排泄処理装置の交換可能部品 

 ・ 入浴補助用具（入浴用いす、 浴槽用手すり、浴槽内いす、 

  入浴台、浴室内すのこ、浴槽内すのこ、入浴用介助ベルト） 

 ・ 簡易浴槽 

 ・ 移動用リフトのつり具の部分 

【給付制度の概要】 
① 貸与の原則 

 利用者の身体状況や要介護度の変化、福祉用具の機能の向上に応じて、適時・適切な福祉用具を利用者に提供できる
よう、貸与を原則としている。 

 

② 販売種目（原則年間10万円を限度） 

 貸与になじまない性質のもの（他人が使用したものを再利用することに心理的抵抗感が伴うもの、使用によってもとの形
態・品質が変化し、再利用できないもの）は、福祉用具の購入費を保険給付の対象としている。 

 

③ 現に要した費用 

 福祉用具の貸与及び購入は、市場の価格競争を通じて適切な価格による給付が行われるよう、保険給付における公定
価格を定めず、現に要した費用の額により保険給付する仕組みとしている。 

【 厚生労働大臣告示において以下のものを対象種目として定めている 】 
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論点２ 

自立支援に資する福祉用具の提供を推進する観点から、福祉用具専門相談員の指
定講習内容の見直しを踏まえ、現に従事している福祉用具専門相談員について、福祉
用具貸与（販売）に関する必要な知識の修得及び能力の向上に常に努めなければなら
ないとする自己研鑽の努力義務規定を設けてはどうか。 

 福祉用具専門相談員の質の向上の観点から、福祉用具貸与（販売）に関する必要な知識の修
得及び能力の向上に常に努めなければならないとする自己研鑽の努力義務規定を設ける。 

対応案 

福祉用具専門相談員の質の向上の推進 
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（参考）福祉用具専門相談員に係る、基準省令および解釈通知 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 
（平成十一年三月三十一日厚生省令第三十七号） 

（適切な研修の機会の確保）  

第二百一条  指定福祉用具貸与事業者は、福祉用具専門相談員の資質の向上のために、福祉用具に関する

適切な研修の機会を確保しなければならない。 
 

指定居宅サービス等及び介護予防サービス等に関する基準について 
（平成十一年九月一七日老企二五） 

第三の一の１１の３の（５） 

（適切な研修の機会の確保） 

 福祉用具の種類が多種多様であり、かつ、常に新しい機能を有するものが開発されるとともに、要介護者の要

望は多様であるため、福祉用具専門相談員は常に最新の専門的知識に基づいた情報提供、選定の相談等を行

うことが求められる。このため、指定福祉用具貸与事業者は、福祉用具専門相談員に福祉用具の構造、使用方

法等についての継続的な研修を定期的かつ計画的に受けさせなければならないこととしたものである。 
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科目 科目名 時間 

１．福祉用具と福祉用
具専門相談員の役割 

福祉用具の役割 １ 

福祉用具専門相談員の役割と職業
倫理 

１ 

２．介護保険制度等に
関する基礎知識 

介護保険制度の考え方と仕組み ２ 

介護サービスにおける視点 ２ 

３．高齢者と介護・医療
に関する基礎知識 

からだとこころの理解 ６ 

リハビリテーション ２ 

高齢者の日常生活の理解 ２ 

介護技術 ４ 

住環境と住宅改修 ２ 

４．個別の福祉用具に
関する知識・技術 

福祉用具の特徴 ８ 

福祉用具の活用 ８ 

５．福祉用具に係る
サービスの仕組みと利
用の支援に関する知識 

福祉用具の供給の仕組み ２ 

福祉用具貸与計画等の意義と活用 ５ 

６．福祉用具の利用の
支援に関する総合演習 

福祉用具による支援の手順と福祉
用具貸与計画等の作成 

５ 

合     計 ５０ 

科目 内容 時間 

１．老人保健福祉に関
する基礎知識 

老人保健福祉制度の概
要 

 
２ 

２．介護と福祉用具に
関する知識 

介護に関する基礎知識  
 
 
 
２０ 

介護技術 

介護場面における福祉用
具の活用 

３．関連領域に関する
基礎知識 
 

高齢者等の心理  
 
 
１０ 

医学の基礎知識 

リハビリテーション概要 

４．福祉用具の活用に
関する実習 

 
８ 

合     計 ４０ 

【見直し後】平成２７年４月から 【現行】平成２７年３月まで 

※筆記の方法による修了評価（1時間程度）を実施 

○ 改正の概要（平成26年厚生労働省告示第250号） 
  ・福祉用具貸与計画等に関する内容を追加。 
  ・現行カリキュラムをベースとして、受講者にとって分かりやすい科目への整理を行う。 
  ・介護分野の知識・技術を持たない受講者を想定し、最低限の内容を網羅的に学ぶことに重点を置く。 
  ・時間数については、現行の40時間に10時間を加えた、計50時間とする。 
  ・学習内容の習熟度を確認するため、修了評価（1時間）の仕組みを設ける。 
  ⇒平成27年3月までに、見直し後のカリキュラムによる指定講習事業者の指定が必要。 

（参考）福祉用具専門相談員指定講習カリキュラムの見直しについて 
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事業所 
あたり 
従事者数 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

3.0 3.1 3.7 3.5 3.4 3.6 3.6 3.7 3.5 3.4 3.4 3.4 3.5 3.5 

（参考） 福祉用具専門相談員の状況 

○ 福祉用具専門相談員とは、介護が必要な高齢者が福祉用具を利用する際に、本人の希望や心身の状況、その置かれて  
   いる環境等を踏まえ、専門的知識に基づいた福祉用具を選定し、自立支援の観点から使用方法等を含めて適合・助言を 
   行う専門職。 
○ 指定福祉用具貸与・販売事業所には常勤で２名以上の配置が義務づけられており、福祉用具貸与事業所あたりの従事者  
   は、近年３．５人前後で推移している。 
○ 福祉用具専門相談員のうち、約７．７割が指定講習会（40時間）修了者である。 

出典：介護サービス施設・事業所調査（各年10月1日現在） 

① 福祉用具専門相談員従事者数 ② 福祉用具専門相談員資格状況（複数回答） 

（平成25年） 

     従事者数（単位：人）             事業所数（単位：箇所） 

注：平成２１年以降は、調査方法の変更等による回収率変動の影響を受けているため、 
   従業者数については平成２０年以前と単純に年次比較できない。 出典：介護サービス施設・事業所調査  

    第19表（各年10月1日現在）   ｎ＝26,405 

介護福祉士 

6.92% 

義肢装具士 

0.70% 

保健師 

0.02% 
看護師･准

看護師 

0.96% 

OT･PT 

0.37% 

社会福祉士 

1.72% 

その他 

11.46% 

講習会修了者 

77.84% 

講習等修了者 
20,554人(77.84%) 

8,066  

11,990  

15,057  

17,512  
18,581  

22,483  21,599  20,935  
19,345  

22,538  
21,366  21,608  

26,269  26,997  

2,685  

3,839  4,099  

5,016  
5,391  

6,317  6,051  
5,649  5,579  5,474  5,202  5,212  

6,143  6,378  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

0

5,000
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15,000

20,000

25,000

30,000
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（箇所） （人） 
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（参考） 福祉用具専門相談員に対するスキルアップ研修の実施状況 

平成24 年度老人保健事業 研修ポイント制度による福祉用具専門相談員の職業能力開発と福祉用具サービスの質の向上に関する調査研究事業  

○ 職場内研修・スキルアップの実施は、92.9％の事業所が実施している。（N=1134） 
○ スキルアップ研修の内容は、福祉用具の操作方法、最新の商品知識、倫理と法令順守、アセスメント技術等が多く  
   実施されていた。（n=1053） 
○ スキルアップ研修の実施頻度は約4割が2ヶ月に1回以上実施し、1ヶ月に1回実施は2割弱であった。 

②スキルアップ研修の実施頻度（n=1134） 

①スキルアップ研修の実施内容（n=1053） 

0.7% 
4.3% 

13.6% 
17.9% 
18.7% 

20.8% 
22.8% 

29.2% 
34.5% 
35.0% 

38.4% 
39.5% 

42.5% 
44.3% 
44.6% 

47.6% 
48.0% 

53.4% 
65.5% 

68.5% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

無回答 

その他 

他職種の連携のあり方 

医療機器に関する知識 

医学の基礎知識（身体構造・疾患・リハビリテーション等） 

虐待の防止と対応 

コミュニケーション 

保健・医療・福祉の仕組み（介護保険制度等） 

介護に関する基礎知識および介護技術 

マナー・接遇 

生活場面における福祉用具の利用 

住環境に関する知識 

苦情・事故対応の方法 

フィッティング技術 

サービス計画書の理解・作成・運用 

認知症への理解 

福祉用具の選定（アセスメント）技術 

福祉用具専門相談員の倫理と法令遵守 

最新の商品知識 

福祉用具の操作方法 
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介護保険福祉用具・ 
住宅改修評価検討会 

厚  生  労  働  省 

保 険 者 
利 用 者 
事業者関係団体等 

委員による 
事前の評価 

告示改正
等の実施 

社会保障審議会 

介護給付費分科会
へ報告 

【目的】    

  利用者や保険者等の意見・要望を踏まえ、新たな種目・種類の取り入れや、拡充を行おうとする場合に、その是非や内容等について検
討を行うため、介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会を開催する 

 

【委員構成】 
  学識経験者、実務者、自治体の職員、事業者関係団体等 
 

【検討事項】 

  ・介護保険の給付対象となる福祉用具・住宅改修の新たな種目・種類の追加や、種目・種類の拡充についての妥当性や内容について
の検討 

  ・その他、介護保険の福祉用具・住宅改修に関すること 
 

【検討の流れ】 

① 保険者、団体等に対し、新たに介護保険給付の対象とすることを要望する福祉用具及び住宅改修の具体的な製品や改修等につい
て調査を実施（福祉用具２５９件、住宅改修１８３件）  

② ①において収集した要望について、委員による「介護保険における福祉用具の範囲の考え方」、「介護保険制度における住宅改修
の範囲の考え方」に基づいた事前の評価を行い、介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会作業部会において議論 

③ 介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会作業部会の議論を踏まえ、新たな追加品目等について整理 

② ③ ① 

１．介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会について（平成２６年１０月２８日開催） 

介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会の検討結果について 
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２．福祉用具貸与種目、特定福祉用具販売種目および住宅改修の介護保険給付への新たな
追加項目について 

○ 事前の委員の評価、作業部会及び介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会の議論を経て、新たな追加品目は以下 
   の通り。 
 

    ①  福祉用具貸与における「車いす」の対象品目に「介助用電動車いす」 
    ②  特定福祉用具（販売）における腰掛便座の対象品目に「水洗ポータブルトイレ」 
    ③  住宅改修における「洋式便器等への便器の取り替え」の対象に「便器の位置・向きの変更」 

内容 種目・種類 委員からの意見等 

【福祉用具（貸与）】 

①介助用電動車いす 「車いす」 

 ・ 前回の議論では、安全性の面で上市間もないということから経過を見ることとした。 
 ・ JISは既にクリアしており、簡易型が既に認められていることを考慮すると操作面での問
題は無いと考えられる。 

 ・ 介助用電動車いすについては、福祉用具貸与種目の「車いす」の範囲に新たに追加す
ることが適当である。 

【特定福祉用具（販売）】 

②水洗ポータブルトイレ 「腰掛便座」 

 ・ ポータブルトイレの有効性については確認されているところ。 
 ・ 在宅介護の限界点を上げることを考慮すると、有効な機器ではないか。 
 ・ 段差昇降機の設置工事は給付対象と認めていないことから、同様にしてはどうか。 
 ・ 水洗ポータブルトイレについては、特定福祉用具販売における「便座、バケツ等からなる
移動可能な便器（ポータブルトイレ）」の範囲に、新たに追加することが適当である。ただし
設置にかかる費用は自己負担。 

【住宅改修】 

③便器の位置・向きの変更 
洋式便器等への
便器の取り替え 

 ・ 有効なことであり認めるべき。 
 ･ 便器の位置・向きの変更については、「洋式便器等への便器の取替え」の範囲に新たに
追加されることが適当である。 
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  平成１０年８月２４日に開催された、第１４回医療保険福祉審議会老人保健福祉部会において示された介護保険制度における 

 福祉用具の範囲の考え方は以下のとおりである。 

 

（１） 介護保険制度における福祉用具の範囲としては、 同事業の対象用具から、一人暮らし老人を対象とした電磁調理器等の用具 

    を除いたものを中心として定めることとする。 

（２） しかしながら、福祉用具の外縁は極めて広いものであるため、上記（１）の考え方を踏まえ、更に、次のような点を判断要素として 

    対象用具を選定することとする。 
 
 

 ① 要介護者等の自立促進又は介助者の負担軽減を図るもの 

 ② 要介護者等でない者も使用する一般の生活用品でなく、介護のために新たな価値付けを有するもの（例えば、平ベッド等は対象外） 

 ③ 治療用等医療の観点から使用するものではなく、日常生活の場面で使用するもの（例えば、吸入器、吸引器等は対象外） 

 ④ 在宅で使用するもの（例えば、特殊浴槽等は対象外） 

 ⑤ 起居や移動等の基本的動作の支援を目的とするものであり、身体の一部の欠損又は低下した特定の機能を補完することを主たる 

   目的とするものではないもの（例えば、義手義足、眼鏡等は対象外） 

 ⑥ ある程度の経済的負担感があり、給付対象とすることにより利用促進が図られるもの（一般的に低い価格のものは対象外） 

 ⑦ 取り付けに住宅改修工事を伴わず、賃貸住宅の居住者でも一般的に利用に支障のないもの（例えば、天井取り付け型天井走行リフト 

   は対象外） 

 

（３） なお、ベッド用サイドレールや車いすのクッション等の付属品についても、上記（２）の判断要素に合うものについては、本体を給付する 

    場合にこれと一体のものとして給付の対象とする。 

 

（参考）介護保険制度における福祉用具の範囲の考え方 
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  平成１０年８月２４日に開催された、第１４回医療保険福祉審議会老人保健福祉部会において示された介護保険制度における 

 住宅改修の範囲の考え方は以下のとおりである。 

 
（１） 在宅介護を重視し、高齢者の自立を支援する観点から、福祉用具導入の際必要となる段差の解消や手すりの設置などの住 
    宅改修を、介護給付の対象とすることとしている。 
（２） 一方で、住宅改修は個人資産の形成につながる面があり、また、持ち家の居住者と改修の自由度の低い借家の居住者との   
    受益の均衡を考慮すれば、保険給付の対象は小規模なものとならざるを得ない。 
 
○介護給付の対象とする住宅改修の範囲設定の考え方 
 
（１） いくつかの既存調査から住宅改修の実例をみると、便所、浴室、寝室、 廊下・玄関など改修箇所にかかわらず、手すりの 
    設置、段差の解消の例が多く、このほかドアの引き戸化、便所では洋式便器化、浴室ではすべり止めや床材の変更、寝室 
    では床材の変更の例が共通してみられる。 
（２） 住宅改修の実例及び、保険給付の対象を小規模なものとせざるを得ない制約等を勘案し、保険給付の対象とする住宅改修 
    の範囲は、共通して需要が多くかつ比較的小規模や改修工事とする。 
 

（３） なお、上記の理由から居宅介護住宅改修費の支給限度額も小規模なものとならざるを得ないが、住宅改修の種類は、多様
な居宅の状況に応じて必要な改修を柔軟に組合せて行うことができるような工事種別を包括できる設定とする。 

 
○住宅改修の範囲 
  ①手すりの取付け 
  ②段差の解消  
  ③滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更 
  ④引き戸等への扉の取替え 
  ⑤洋式便器等への便器の取替え 
  ⑥その他前各号の住宅改修に附帯して必要となる工事 

（参考）介護保険制度における住宅改修の範囲の考え方 
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「介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて」  
（平成１２年１月３１日老企第３４号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）の第１ 

３ 複合的機能を有する福祉用具について 

 二つ以上の機能を有する福祉用具については、次のとおり取り扱う。 

① それぞれの機能を有する部分を区分できる場合には、それぞれの機能に着目して部分ごとに一つの福祉用具として判断する。 

② 区分できない場合であって、購入告示に掲げる特定福祉用具の種目に該当する機能が含まれているときは、福祉用具全体を当 

  該特定福祉用具として判断する。 

③ 福祉用具貸与の種目及び特定福祉用具の種目に該当しない機能が含まれる場合は、法に基づく保険給付の対象外として取り扱う。 

３．複合的機能を有する福祉用具の取り扱いについて 

 認知症である老人が屋外へ出ようとしたとき等、センサーにより
感知し、家族隣人等へ通報するもの 

介護保険の対象となる機能 

認知症老人 
徘徊感知機器 ルータ インターネット 

パソコン・スマートフォン 

利用者が必要に応じて選択し、 
自己負担で利用できる機能 

分離可 
メール送信 映像確認 

（現行） 

○ 通信機能を有する福祉用具について、給付対象となる福祉用具と給付対象外の通信機能部分が分離できる場合に限 
  り、通信費用は自己負担として当該福祉用具を対象とする。但し、福祉用具本体の貸与価格に通信機能の価格を転嫁 
  する等の行為は認められない。 
○ 具体的には、認知症老人徘徊感知機器に係る複合機能の取り扱いについて対象とする。 
○ 認知症老人徘徊関知機器は家族、隣人等へ通報するものを対象としており、上記の通信機能を有する複合機能を対 
  象とする場合は同様の範囲で運用する。 
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